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「米沢市教育振興基本計画」について 

１ 策定の目的 

本市では、教育基本法第１７条第２項に基づき、令和３年度から令和７年度までの

５年間を計画期間とする「米沢市教育振興基本計画」を令和２年度に策定した。 

この計画に基づき、現在、施策を推進しているが、計画期間の満了を迎えることか

ら、次期計画を策定する。 

２ 概要 

内 容 本市の教育の振興のための基本的な計画 

策定体制 
「米沢市教育振興基本計画検討委員会」（以下「検討委員会」という。）

の意見を聴き策定する。 

計画期間 令和８年度から令和１２年度まで（検討委員会において協議） 

特記事項 
教育振興基本計画の理念・基本方針を「教育、学術及び文化の振興に関

する総合的な施策の大綱」(以下「教育大綱」という。)※とする。 

※「教育大綱」について 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の３」に基づき、市長が地方公共団体の教

育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策について、その目標や施策の根本となる方針を

定めるもの。 
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教育大綱は、教育振興基本計画
をもって、それに代えることが
できるとされていることから、
別途、策定することはせず、総
合教育会議における意見等を教
育振興基本計画の理念及び基本
方針に反映することで、その部
分を教育大綱に位置付ける。 

教育に関する 

各分野の計画 

 

市長と教育委員会が意思疎
通を図り、地域の教育の課
題やあるべき姿を共有して、
より一層民意を反映した教育
行政の推進を図ることを目的
とする会議。 
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３ 策定のスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

年月日 教育大綱 教育振興基本計画 

令和７年６月６日 第 1回総合教育会議  

   ６月２５日  第１回検討委員会（現状課題整理） 

８月上旬  
第２回検討委員会（基本理念、基本方針、

基本目標及び施策の体系検討） 

８月下旬 第２回総合教育会議  

１１月上旬  第３回検討委員会（計画案提示） 

令和８年１月上旬  第４回検討委員会（パブコメ実施説明） 

１月下旬～  パブリック・コメント実施 

３月下旬  教育委員会議決～議会報告 


